
- 1 - 

 

令和２年度決算に基づく財務書類【統一的な基準】 概要版 

 

１ 「統一的な基準」による財務書類 

 本市では、平成２１年度決算から決算統計データを活用した「総務省方式改定モデル」に

よる財務書類を作成してきました。 

 平成２７年１月には、総務省から「統一的な基準」が示され、全国の自治体に対してこれ

に基づく財務書類の作成を要請されたため、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づ

く財務書類を作成することとしました。 

 地方公共団体における財務書類等の作成に係る統一的な基準を設定することで、発生主

義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整備、比較可能性の確保を促進するものです。 

 

２ 「統一的な基準」と「総務省方式改定モデル」の比較 

 統一的な基準 総務省方式改定モデル 

複式簿記 官庁会計処理に基づくデータによ

り、発生の都度又は期末に一括し

て複式仕訳を実施 

（本市は期末一括方式を採用） 

決算統計データを活用し、期末に

一括して仕訳を実施 

有形固定資産

の評価基準 

・取得原価が判明…取得原価 

・取得原価が不明…再調達価格額 

 適正な対価を払わずに取得した 

もの（寄附など）は、再調達価額 

・公共資産…決算統計データから

取得原価を推計 

・売却可能資産…売却可能価額 

耐用年数 耐用年数省令の種類の区分に基づ

く耐用年数 

決算統計の区分に応じた耐用年数 

 

３ 連結範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般会計 

・育英資金特別会計 

 

・国民健康保険事業特別会計 

・介護保険特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

・水道事業会計 

・病院事業会計 

・下水道事業会計 

◎一部事務組合・広域連合 

経費負担割合等に応じて比例連結 

・高岡地区広域圏事務組合 

・富山県市町村総合事務組合 

・富山県市町村会館管理組合 

・富山県後期高齢者医療広域連合 

 

◎第三セクター等 

 出資割合５０％超又は出資割合５０％

以下で業務運営に実質的に主導的な立場

を確保していると認められる場合には全

部連結の対象とします。 

・一般社団法人花とみどりのまちづ 

くり協会 

・公益社団法人氷見市体育協会 

・氷見市土地開発公社 

・氷見ふるさとエネルギー株式会社 

連結 

市全体会計 

一般会計等 
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４ 一般会計等財務書類 

① 貸借対照表 

地方公共団体の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明らかにすること

を目的として作成します。 

                                 単位：円 

資産の部（保有している資産） 負債の部（将来世代が負担する金額） 

１ 固定資産 82,644,120,941 １ 固定負債 25,852,208,502 

有形固定資産 79,085,771,265 地方債 21,577,305,730 

事業用資産 21,663,256,269 退職手当引当金 4,157,434,000 

  インフラ資産 56,810,672,990 その他 117,468,772 

 物品 611,842,006 ２ 流動負債 2,567,813,861 

無形固定資産 224,276,564 １年以内償還予定地方債 2,305,424,800 

投資その他資産 3,334,073,112 未払金 0 

  投資及び出資金 645,039,887 賞与等引当金 218,012,129 

  基金（特定目的基金） 2,506,108,947 預り金 44,356,031 

  その他  182,924,278 その他 20,901 

２ 流動資産 5,564,296,584   

 現金預金 1,180,109,639  

 未収金 137,401,635 負債 合計 28,420,022,363 

基金（財政調整・減債基金） 4,203,589,927 純資産の部（現在までの世代が負担した金額） 

 その他 43,195,383 純資産 合計 59,788,395,162 

資産 合計 88,208,417,525 負債及び純資産合計 88,208,417,525 

 

この貸借対照表は、令和２年度末で 882 億 842 万円の資産を保有していることを表し

ています。そのうち、純資産である 597億 8,840万円は、これまでの世代や国・県等の負

担で形成された将来負担を伴わない財産を、また、負債である 284億 2,002万円は、「こ

れからの世代」の負担を表しています。 

 

 

 

 資産  1,923,134円 うち固定資産 1,801,820円 

  負債   619,618円 うち地方債   520,695円 

  人口 45,867人（令和２年度１月１日住民基本台帳人口） 

 

 

 

 

市民一人当たりの資産と負債 



- 3 - 

 

② 行政コスト計算書 

 企業会計において、損益計算書に相当するものです。 

 １年間の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的として作成し

ます。 

 

単位：円 

１ 経常費用 25,220,306,285 

(1) 業務費用 11,490,945,215 

① 人件費 3,252,915,533 

② 物件費等 8,034,769,135 

③ その他業務費用 203,260,547 

(2) 移転費用 13,729,361,070 

① 補助金等 7,672,304,246 

② 社会保障給付 3,148,498,762 

③ 他会計への繰出金 2,888,279,472 

④ その他 20,278,590 

２ 経常収益 436,420,276 

(1) 使用料及び手数料 209,590,369 

(2) その他 226,829,907 

純経常行政コスト 24,783,886,009 

３ 臨時損失 ▲247,220,355 

４ 臨時利益 256,307,751 

純行政コスト 24,774,798,613 

 

【経常費用】 

業務費用では、市の業務の実施に直接使われるコストを確認できます。 

移転費用は、他の団体や個人に移転されるコストのことで、補助金支出のほか、児

童手当や生活保護などの社会保障給付、特別会計や企業会計への繰出・出資金などを

確認できます。 

 

【臨時損失・臨時利益】 

 災害復旧費用や投資損失引当金、資産の売却益・売却損などを確認できます。 

 

【純経常行政コスト】 

 市が提供したサービスに対する直接的な収入で賄いきれなかったコストが確認で

きます。賄いきれなかったコストがどのように賄われるかを見るときは、純資産変動

計算書を見ます。 
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③ 純資産変動計算書 

 貸借対照表における純資産の部において、１年間の純資産の変動を明らかにすること

を目的として作成します。 

単位：円 

前年度末純資産残高 60,078,616,871 

 純行政コスト △24,774,798,613 

 財源 24,463,672,445 

  市税等 13,603,988,315 

  国県等補助金 10,859,684,130 

 その他等 20,904,459 

本年度純資産変動額 △290,221,709 

本年度末純資産残高 59,788,395,162 

 

 行政コスト計算書にて示した純行政コストと、それを賄う市税や国県補助金などと

の差額が示されます。その額や割合により、経常的事業が当年度の財源をどの程度消

費し、余裕があるかを分析できます。経年的に数値を見ていくことで、世代間の負担

のあり方を見ることができます。 

 

【資産の増加による純資産の増加】 

現世代の負担により将来世代も利用する資源を蓄積し、将来世代の負担が軽減 

【負債の増加による純資産の減少】 

 現世代が便益を享受する一方、将来世代に負担を先送り 

 

 

④ 資金収支計算書 

１年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異なる３つの活動に分けて表

示するもので、資金の獲得及び配分の状況を理解し、債務の支払能力の評価等に活用す

ることを目的として作成します。 

                            単位：円 

前年度残高 1,017,030,558 

１ 業務活動収支 1,192,596,200 

 収入：市税、地方交付税、国県補助金等  

 支出：社会保障給付、人件費、物件費等  

２ 投資活動収支 ▲1,932,973,668 

 収入：国県補助金、基金繰入金等  

 支出：公共施設整備費、基金積立金等  

３ 財務活動収支 859,100,518 
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 収入：市債等  支出：市債償還等  

本年度資金収支額 118,723,050 

本年度末資金残高 1,135,753,608 

 

【業務活動収支】 

市の経常活動に伴い継続的に発生する資金収支を表します。投資活動や財務活動に

該当しないものは、すべてここで計上します。 

【投資活動収支】 

固定資産や基金などの資本形成活動に伴い、臨時・特別に発生する資金収支を表し

ます。 

【財務活動収支】 

 地方債発行や元金償還等を計上します。 

 

《財政の健全性》 

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

業務活動収支（支払利息支出を除く）（1,395,858,673円）＋投資活動収支(基金を

除く)（△1,757,760,530円） ＝ △361,901,857円 

 

５ 財務書類から見た指標（一般会計等） 

【純資産比率及び将来世代負担比率】 

   これまでの世代及び現世代による負担と、将来世代の負担の割合を見ることができ 

ます。 

・純資産比率（過去及び現世代負担比率）  

純資産 
＝ 

59,788,395,162円 
＝  67.8% 

総資産 88,208,417,525円 

・将来世代負担比率 

地方債＋１年以内償還予定地方債※ 
＝ 19.6% 

有形・無形固定資産 

    ※特例地方債を除く 

 

【資産老朽化比率】 

   有形固定資産のうち、土地以外（建物など）の償却資産の取得価格に対する減価償却 

  累計額の割合を計算します。耐用年数と比べ、市の所有する資産の老朽化の進み具合を 

把握します。帳簿上の価値が失われても、使用できなくなるわけではありません。 

 

減価償却累計額 
＝ 59.6% 

有形固定資産（建設仮勘定除く） － 土地＋減価償却累計額 
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【受益者負担比率】 

   使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担と経常費用と比較することによ 

り、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を見ます。上下水道事業や病院事業 

を連結した場合は、受益者負担の数値が高くなることに留意する必要があります。  

経常収益 
＝ 

436,420,276円 
＝  1.7% 

経常費用 25,220,306,285円 

 

【行政コスト対財源比率】 

   当年度の行政コストから受益者負担分を控除した額に対して、どれだけが当年度の 

負担で賄われたが分かります。  

純経常行政コスト 
＝ 

24,783,886,009円 
＝  101.3% 

財源 24,463,672,445円 

 

【歳入対資産比率】 

   今まで形成されたストックである資産が何年分の歳入の規模に相当するか分かりま 

す。  

資産合計 
＝ 

88,208,417,525円 
＝  2.9年分 

歳入合計 30,208,329,855円 

 

【債務償還可能年数】 

   地方債等を業務活動の黒字分を償還財源に充てた場合に何年で債務を償還できるか

を示す指標です。  

地方債残高＋長期未払金 
＝ 

23,882,730,530円 
＝  20.02年分 

業務活動収支 1,192,596,200円 

※地方債残高には、後年の交付税措置の影響は考慮されていません。 


